
厚 沢 部 町

令和６年度
(自：令和6年4月1日　至：令和7年3月31日)

厚沢部町簡易水道事業会計決算書



決　算　報　告　書



（１）収益的収入及び支出

収　入

支　出

補　正 予備費

予算額 支出額

円 円 円 円 円 円 (うち仮払消費税

及び地方消費税
3,188,731円)

(うち仮払消費税
及び地方消費税

3,188,731円)

　第3項 特別損失 5,166,000 △ 455,000 0 0 4190 4,711,000 4,710,581 00

0 3,849,660

　第2項 営業外費用 4,039,000 △ 37,000 0 0 0 4,002,000 2,451,347 0 1,550,653

　第1項 営業費用 189,527,000 16,874,000 0 0 0 206,401,0000

0

206,401,000

第1款 簡易水道事業費用 198,732,000 16,382,000 0 0 5,400,7320 215,114,000 209,713,268 00 215,114,000

区 分

予 算 額

決 算 額

地方公営企
業法第２６
条第３項の
規定による
繰越額

不 用 額 備 考当　初 流　用
地方公営企業
法第２６条第
２項の規定に
よる支出額

合 計
予算額 増減額

地方公営企業法
第２４条第３項
の規定による支
出額

小 計

129,226,000 16,409,000 0 145,635,000 148,578,618

　第1項 営業収益 77,600,000 △ 27,000 0 77,573,000 77,368,237

　　　　　　　　　　　　　令和６年度　厚沢部町 　簡易水道事業決算報告書

増　　　    減

第1款 簡易水道事業収益

円 円 円 円 円 円

区 分

予 算 額

決 算 額

予 算 額 に 比

（うち仮受消費税

206,826,000 16,382,000 0 223,208,000 225,946,855 2,738,855
及び地方消費税

7,031,426円）

4,002,000

4,711,000

備 考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

地方公営企業法第
２４条第３項の規
定による支出額

合 計
べ 決 算 額 の

△ 204,763

（うち仮受消費税
及び地方消費税

7,031,426円）

2,943,618

円 円 円 円円

202,551,340

　第2項 営業外収益
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（２）資本的収入及び支出

収　入

支　出

流　用 継続費逓

増減額
次繰越額

円 円 円 円 円

 第2項 他会計出資金 85,471,000 △ 42,223,000 43,248,000 0 0 43,248,000 43,248,000 0

 第1項 建設改良費 325,852,000 △ 41,151,000 0 284,701,000 0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額35,253,522円は、当年度分損益勘定留保   資金35,253,522円で補填した。

58,205,640 0 0 0 第2項 企業債償還金 58,177,000 29,000 0 58,206,000 0 360

0

0

284,701,000

115,452

及び地方消費税

25,871,446円）

円 (うち仮払消費税

284,585,908 0 0 0 115,092

(うち仮払消費税
及び地方消費税

25,871,446円）

342,907,000 0

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

区 分

予 算 額

342,791,548 0 0 0

円

0 342,907,000

不 用 額 備 考当　初 補　正
小 計

地方公営企業
法施行令第4
条5項の規定
による繰越額

12,949,000 12,949,026 26 第4項 負担金 19,656,000 △ 6,707,000 12,949,000 0 0

合 計
予算額 予算額

継続費
逓　次
繰越額

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

0 0 148,600,000

102,741,000 △ 47,000

148,600,000 0

円 円

375,835,000 △ 68,250,000 307,585,000 0 0 307,585,000 307,538,026

円 円 円 円 円 円

△ 46,974

決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

備 考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計

地方公営企業法施
行令第4条5項の規
定による繰越額に
係る財源充当額

継続費逓次繰越額に係
る財源充当額 合 計

予 算 額

58,206,000

合 計

区 分

第1款 資本的収入

 第3項 補助金 110,708,000 △ 7,920,000 102,788,000 0 0

円 円 円 円 円

第1款 資本的支出 384,029,000 △ 41,122,000 0

102,788,000

 第1項 企業債 160,000,000 △ 11,400,000 148,600,000
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財　 務　 諸 　表



（単位：円）

（１） 給 水 収 益 64,494,209

（２） 受 託 工 事 収 益 5,820,602

（３） そ の 他 営 業 収 益 22,000 70,336,811

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 15,194,957

（２） 配 水 及 び 給 水 費 7,719,563

（３） 受 託 工 事 費 0

（４） 総 係 費 31,976,530

（５） 減 価 償 却 費 144,471,559

（６） 資 産 減 耗 費 0

（７） そ の 他 営 業 費 用 0 199,362,609

営 業 損 失 129,025,798

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 48,770

（２） 他 会 計 補 助 金 38,120,000

（３） 加 入 金 0

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 99,510,563

（５） 雑 収 益 99 137,679,432

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 2,379,747

（２） 雑 支 出 612,290

（３） 長 期 前 払 消 費 税 償 却 額 0 2,992,037 134,687,395

経 常 利 益 5,661,597

（１） 固 定 資 産 売 却 益 0

（２） 過 年 度 損 益 修 正 益 0

（３） そ の 他 特 別 利 益 0

（１） 固 定 資 産 売 却 損 0

（２） 過 年 度 損 益 修 正 損 0

（３） そ の 他 特 別 損 失 4,710,581 4,710,581 △ 4,710,581

当 年 度 純 利 益 951,016

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰 余金 951,016

５ 特 別 利 益

６ 特 別 損 失

令和６年度　厚沢部町簡易水道事業 損益計算書
(令和６年４月１日～令和７年３月31日)

１ 営　業　収　益 

２ 営　業　費　用

３ 営 業 外 収 益

４ 営 業 外 費 用

－3－



前年度末処分額

当年度変動額

利益剰余金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

　　　　　 　     令和６年度　厚沢部町簡易　 水道事業剰余金計算書

(単位：円）

剰余金

資本合計
建設改良
積立金

利益
積立金

受贈財産
評価額

資本剰余金
合　　計

減債
積立金

資本金
資本剰余金

0 0 0 0

前年度末残高 0 0 0357,593,877 0

0

0 0 357,593,877

0 0 0 0

0

処分後残高 0 0

0
議会の議決によ
る処分額

0

0357,593,877

000

0 0

0

357,593,8770

0 0 0

0

43,248,000

951,016 951,016 44,199,0160

00 0

00 0 0

0 0 0

43,248,000

43,248,000

0

400,841,877 0

951,016 951,016951,016

0 0 951,016 951,016 401,792,893当年度末残高

当年度純利益 00

他会計出資金 0 0 0 0

0 0
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（注）この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものであること。

処理後残高 400,841,877 0 0

　減債積立金 0 0 △ 50,000

　利益積立金 0 0 △ 851,016

　建設改良積立金 0 0 △ 50,000

　資本金 0

　条例による処分額 0 0 △ 951,016

0 0

0

令和６年度　厚沢部町簡易水道事業剰余金処分計算書（案）

　

資　本　金 資本剰余金 未処分利益剰余金

 (単位：円）

当年度末残高 400,841,877 0 951,016

　議会の議決による処分額 0 0
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（単位：円）

（１）

イ 土 地 33,865

ロ 建 物 14,651,190

減価償却累計額 △ 819,357 13,831,833

ハ 構 築 物 2,393,173,348

減価償却累計額 △ 118,695,447 2,274,477,901

二 機 械 及 び 装 置 177,709,676

減価償却累計額 △ 24,956,755 152,752,921

2,441,096,520

2,441,096,520

（１） 185,685,792

（２） 169,325,404

貸 倒 引 当 金 0 169,325,404

355,011,196

2,796,107,716

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 454,538,873

ロ その他の企業債 2,200,000

企 業 債 合 計 456,738,873

456,738,873

（１）

71,454,032

企 業 債 合 計 71,454,032

（２） 266,203,357

（３）

イ 賞 与 引 当 金 1,546,000

ロ 法定福利費引当金 459,000

引 当 金 合 計 2,005,000

（４） 8,050,000

347,712,389

（１） 1,689,374,124

（２） △ 99,510,563

1,589,863,561

2,394,314,823

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５ 繰　延　収　益

長 期 前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

４ 流　動　負　債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための企業債

負    債    の   部

３ 固　定　負　債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

令和６年度　厚沢部町簡易水道事業 貸借対照表

資 産 合 計

(令和７年３月３１日)

資　　産　　の　　部

１ 固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ 流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計
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400,841,877

（１） 0

（２）

951,016

951,016

951,016

401,792,893

2,796,107,716負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資　　本　　の　　部

６ 資 　本 　金

７ 剰 　余 　金

資 本 剰 余 金

－7－



決 算 附 属 書 類



1

(1)

(2) 経営指標に関する事項

　

　

　

なった。

令和６年度厚沢部町簡易水道事業報告書

　令和６年度から簡易水道事業においては、地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用し、複式

画的な施設更新を行っていく。

的な事業運営、繰入金の縮減に努めていく。

　今後、老朽施設の更新が必要となる中、人口減少等により財源となる給水収益が減少されること

が予測される。令和７年度には簡易水道事業経営戦略の改定を行う予定であることから、その内容

をしっかり踏まえ、更新の優先順位や適切な施設規模を考慮し、現在の経営状況を維持しつつ、計

厳しい経営状況が見込まれていることから、長期的に安定した経営を目指すため、厚沢部町簡易水

道事業経営戦略に基づき、経営基盤の強化を図るほか、良質で安全な水道水を安定的に供給すると

ともに、長期的な視点に立って事業経営の改善、合理化等、経営健全化に努めるものである。

　令和６年度決算については、収益的収支は一般会計からの繰入金である他会計補助金により収支

　資本的収支については、収入307,538,026円（税込）、支出342,791,548円（税込）で不足額が

35,253,522円であり、当年度分損益勘定留保資金で補填した。

概 況

総括事項

不足を補填した結果、当年度純利益は951,016円となっている。維持管理費の縮減を行う等して効率

　本町における簡易水道事業経営については、施設の老朽化への取組が急務となっており、今後は

配水量は1,036㎥、年間有収水量は371,845㎥となり、１日平均有収水量1,019㎥、有収率は98.4％と

簿記・発生主義の公営企業会計に移行した。

　令和６年度の収支状況は、収益的収支の収入が208,016,243円（税抜）で、支出は207,065,227円

（税抜）となり、この結果、損益計算書での当年度純利益は951,016円となった。

　また、業務状況では、給水人口3,338人、給水栓数は1,866栓で、年間配水量378,018㎥、１日平均

－8－



(3)

（第１号）

(4)

(5)

人 人 人

人 人 人

(6)

該当事項なし

議 案 第 12号 令和６年度厚沢部町簡易水道事業会計補正予算 R7.3.4 R7.3.5

職員に関する事項

１

係 ０ 1 1

主　幹

増　　減 備　　　考

３ ３ ０簡易水道事業

区分 事務職員 技術職員

１ ０ １

議 案 第 23号 R7.3.4 R7.3.5
厚沢部町簡易水道の布設工事監督者の配置基準及び資
格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例
の一部を改正する条例の制定

令和６年７月25日

区分 令和７年３月31日現在

申 請 年 月日 申 請 先

北 海 道 知 事

R7.3.4 R7.3.6

令和６年３月31日現在

備　　　考計

料金その他供給条件の設定・変更に関する事項

主　査 ０ １

認 定 第 ５号 R6.9.10

R6.12.24

R6.9.11

議 案 第 ４号 令和６年度厚沢部町簡易水道事業会計補正予算

議会議決事項

令和６年10月１日　令和６年度起債同意について

件　　　　　　　　名

令和７年度厚沢部町簡易水道事業会計当初予算議 案 第 ５号

許可等年月日

行政官庁承認事項

提出年月日

R6.12.24

議決年月日議 案 番 号

令和５年度厚沢部町簡易水道事業特別会計決算

件 名

－9－



２

3

人

栓

㎥

㎥

㎥

㎥

㎥

％

工　　　事

工事件名 工事箇所名 工事内容 契約金額（円） 着手年月日 竣工年月日

量水器更新工事 量水器更新 1,683,000 R6.4.8 R6.8.31
給水区域
一　　円

（１）建設改良等工事の概況

（１）業務量

比較

R7.2.20

道道乙部厚沢部線
歩道拡幅に伴う赤
沼町地内水道管移
設工事

赤沼町
水道管移設工事
Ф150　213.7m

17,930,000 R6.9.4 R7.1.31

鶉地内外水道管分
岐接続工事

水道管分岐接続
13箇所

1,738,000 R6.8.1鶉

上里、滝野地内水
道管分岐接続工事

上里、滝野
水道管分岐接続
22箇所

4,125,000 R7.2.20

R7.2.20
富里地内水道管分
岐接続工事

富里
水道管分岐接続
23箇所

3,938,000 R6.8.1

給 水 栓 数

3,445

1,888

382,476

1,048

業　　務

単位

R6.8.1

配 水 量

有 収 水 量

一 日 最 大 配 水 量

有 収 率

0

1

増減 比率

3,338

1,866

△ 107

△ 22

年 間

１ 日 平 均

年 間

１ 日 平 均

令和６年度 令和５年度

378,018

1,036

事　　　　項

給 水 人 口 △ 3.1

371,845

1,019

1,795

98.4

374,578

1,026

1,795

97.9

△ 1.2

△ 1.2

△ 1.1

△ 0.7

△ 0.7

0.0

0.5

△ 4,458

△ 12

△ 2,733

△ 7

－10－



(2)

金　額 率

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

(3)

金　額 率

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

事業収益に関する事項（消費税及び地方消費税抜き）

事業費用に関する事項（消費税及び地方消費税抜き）

207,065,227

208,016,243

そ の 他 特 別 損 失

4,710,581

4,710,581

特 別 損 失

合 計

雑 支 出 612,290

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

2,992,037

2,379,747

31,976,530

144,471,559減 価 償 却 費

総 係 費

配 水 及 び 給 水 費 7,719,563

営 業 費 用 199,362,609

原 水 及 び 浄 水 費 15,194,957

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 収 益 70,336,811

64,494,209

22,000

区　　分

金　額

令和６年度
決　算　額

令和５年度
決　算　額

受 託 工 事 収 益

金　額

－

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

137,679,432

48,770

雑 収 益

99,510,563

99

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

38,120,000

－

－

－

5,820,602 －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

区　　分

令和６年度
決　算　額

令和５年度
決　算　額

(税抜/単位：円)

(税抜/単位：円)

－

比　　　較

比　　　較

金　額 金　額

－

－

－

－
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4

(1) 重要契約の要旨（１００万円以上）

契約金額（円） 契約の相手方

2,184,600
 エア・ウォーター・
 ラボアンドフーズ(株)

4,180,000 電気計装設備詳細点検委託業務  北海道富士電機(株)

2,200,000 公営企業会計運用支援委託業務  (株)ぎょうせい

1,320,000 公営企業会計システム賃貸借業務  (株)ぎょうせい

1,683,000  (有)山田商店

4,636,500  (株)太洋

1,958,000 水道施設管理委託業務  (株)佐々木総業

1,738,000  (株)佐々木総業

4,125,000  能登谷建設(株)

3,938,000  江口工業(株)

17,930,000  能登谷建設(株)

1,881,000
 北海道土地改良
 事業団体連合会

(2) 企業債及び一時借入金の概況

(単位：円)

前年度末残高 本年度借入額 本年度償還高 本年度末残高

379,592,905 146,400,000 58,205,640 467,787,265

0 2,200,000 0 2,200,000

379,592,905 148,600,000 58,205,640 469,987,265

(3) その他会計経理に関する重要事項

他会計補助金の使途について

　他会計補助金38,120,000円は、企業債償還利息（課税仕入れ以外）に507,000円（特定収入以

外）、総係費等（課税仕入れ以外）に31,803,411円（特定収入以外）、処理場費等（課税仕入）

の支出に5,809,589円（特定収入）をそれぞれ充当した。

鶉地内外水道管分岐接続工事

上里、滝野地内水道管分岐接続工事

富里地内水道管分岐接続工事

会 計

水道施設情報管理システムデータ更新
委託業務

契約の内容

水質検査委託業務

道道乙部厚沢部線歩道拡幅に伴う赤沼町
地内水道管移設工事

量水器更新工事

量水器購入

R6.9.4

R6.4.8

R6.4.8

R6.4.25

R6.8.1

R6.8.1

契約年月日

R6.4.1

R6.4.1

R6.4.1

R6.4.1

 ア　企業債の概況

R6.8.1

R6.9.4

 イ　他会計借入金及び一時借入金

　該当なし

借入先

財務省財政融資資金

道南うみ街信用金庫

計

－12－



令和６年度厚沢部町簡易水道事業キャッシュ・フロー計算書

(令和６年4月1日～令和７年3月31日 )

科　　　　　　目 金 額 （ 円 ）

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 951,016

　　　減価償却費 144,471,559

　　　賞与引当金増減額（減少△） 1,546,000

　　　法定福利費引当金増減額（減少△） 459,000

　　　受取利息等 △ 48,770

　　　長期前受金戻入額 △ 99,510,563

　　　支払利息 2,379,747

　　　未収金の増減額（増加△） △ 9,718,485

　　　未払金の増減額（減少△） 2,341,281

　　　その他流動負債の増減額（△減少） 8,050,000

　　　　　小計 50,920,785

　　　利息及び配当金の受取額 48,770

　　　利息の支払額 △ 2,379,747

　　 業務活動によるキャッシュフロー 48,589,808

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 118,392,498

　　　　国庫補助金等による収入 △ 9,340,091

　　　　一般会計等他会計からの繰入金による収入 △ 4,396,409

　　　　負担金による収入 11,771,842

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 120,357,156

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 146,400,000

　　　　企業債の償還による支出 △ 58,205,640

　　　　その他企業債による収入 2,200,000

　　　　他会計からの出資による収入 43,248,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 133,642,360

　　資金の増減額 61,875,012

　　資金の期首残高 123,810,780

　　資金の期末残高 185,685,792
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(税抜/単位：円)

款 項 目 節 金　　額

１簡易水道事業収益 208,016,243

１営 業 収 益 70,336,811

１ 給 水 収 益 64,494,209

１ 簡易水道料金 64,494,209

２ 受託工事収益 5,820,602

１ 受託工事収益 5,820,602

３ その他営業収益 22,000

１ 手 数 料 22,000

２ 営業外収益 137,679,432

48,770

１ 預 金 利 息 48,770

２ 他会計補助金 38,120,000

１ 他会計補助金 38,120,000

３ 長期前受金戻入 99,510,563

１ 長期前受金戻入 99,510,563

４ 雑 収 益 99

１ その他雑収益 99

208,016,243

令和６年度簡易水道事業会計収益費用明細書

収 益 合 計

備　考

１ 受取利息及び
 　配 当 金
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(税抜/単位：円)

款 項 目 節 金 額

１ 簡　易　水　道 207,065,227

　 事　業　費　用 １ 営 業 費 用 199,362,609

１ 原 水 及 び
　 浄 水 費 15,194,957

11 備 消 品 費 1,101,100

17 委 託 料 7,868,573

19 賃 借 料 3,662,847

25 動 力 費 2,113,974

26 薬 品 費 301,600

37 保 険 料 146,863

２ 配 水 及 び
   給 水 費 7,719,563

17 委 託 料 300,000

20 工 事 請 負 費 1,530,000

21 修 繕 費 972,000

27 材 料 費 4,917,563

３ 総　係　費 31,976,530

２ 給 料 11,318,700 （予算額）11,319,000

３ 手 当 5,317,481 （予算額）5,437,000

４ 賞与引当金繰入額 1,546,000 （予算額）1,546,000

５ 法 定 福 利 費 4,108,959 （予算額）4,224,000

６ 法定福利費引当金繰入額 459,000 （予算額） 459,000

８ 旅 費 76,184

11 備 消 品 費 64,991

12 燃 料 費 127,106

15 通 信 運 搬 費 54,552

17 委 託 料 5,804,271

18 手 数 料 444,856

19 賃 借 料 2,548,470

34 負 担 金 61,700

37 保 険 料 44,260

４ 減 価 償 却 費 144,471,559
１有 形 固 定 資 産
  減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用 2,992,037

１ 支払利息及び
   企業債取扱諸費 2,379,747

１ 企 業 債 利 息 2,379,747

３　雑　支　出 612,290

１ その他雑支出 612,290

144,471,559

備　　考
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(税抜/単位：円)

款 項 目 節 金 額 備　　考

３ 特 別 損 失 4,710,581

１ そ の 他
   特 別 損 失 4,710,581

1 その他特別損失 4,710,581

207,065,227

　　　について備考欄に予算額を記載している。

費 用 合 計

（注）地方公営企業法施行令第17条第８号に規定する議会の議決を経なければ流用できない予算

令和5年度分引当金
繰入額
（予算額）1,750,000

（支出額）1,749,881
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(1) 有形固定資産

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 償 却 額 累 計

土 地 33,865 0 0 33,865 0 0 0 33,865

建 物 14,651,190 0 0 14,651,190 819,357 0 819,357 13,831,833

構 築 物 2,134,458,886 258,714,462 0 2,393,173,348 118,695,447 0 118,695,447 2,274,477,901

機 械 及 び 装 置 177,709,676 0 0 177,709,676 24,956,755 0 24,956,755 152,752,921

計 2,326,853,617 258,714,462 0 2,585,568,079 144,471,559 0 144,471,559 2,441,096,520

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高
減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

　　 　　固　定　資　産　　明　細　書

年度末償却未済額 備 考

（単位：円）
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（単位：円）

利 率

当年度償還高 償 還 高 累 計 ％

簡易水道事業債 平成 9年 5月 20日 17,700,000 794,852 16,047,351 1,652,649 2.600 令和 9年 3月 25日 旧 還 元 融 資 資 金

簡易水道事業債 平成10年5月19日 114,500,000 4,727,725 99,738,983 14,761,017 2.000 令和10年3月25日 旧 還 元 融 資 資 金

簡易水道事業債 平成11年5月25日 143,400,000 5,648,980 119,823,066 23,576,934 1.700 令和11年3月25日 旧 還 元 融 資 資 金

簡易水道事業債 平成12年5月26日 130,900,000 5,193,987 103,321,472 27,578,528 2.000 令和12年3月25日 旧 還 元 融 資 資 金

簡易水道事業債 平成13年5月25日 44,000,000 1,663,554 33,442,221 10,557,779 1.600 令和13年3月25日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 平成14年5月27日 30,500,000 1,169,895 21,589,246 8,910,754 2.100 令和14年3月25日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 平成30年5月28日 23,200,000 2,320,348 16,237,564 6,962,436 0.010 令和10年3月25日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 令和元年5月28日 97,400,000 9,740,195 58,435,325 38,964,675 0.004 令和11年3月25日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 令和 2年 5月 26日 58,500,000 5,849,853 29,246,344 29,253,656 0.005 令和12年3月25日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 令和 3年 5月 26日 32,700,000 3,269,019 13,072,153 19,627,847 0.020 令和13年3月25日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 令和 4年 5月 26日 82,600,000 8,218,688 24,606,858 57,993,142 0.200 令和14年3月25日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 令和 5年 5月 26日 64,300,000 6,362,652 12,706,260 51,593,740 0.300 令和15年3月25日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 令和 6年 3月 25日 33,200,000 3,245,892 3,245,892 29,954,108 0.500 令和 16年 3月 1日 財 政 融 資 資 金

簡易水道事業債 令和 7年 3月 25日 73,200,000 0 0 73,200,000 1.200 令和 17年 3月 1日 財 政 融 資 資 金

過疎対策事業債 令和 7年 3月 25日 73,200,000 0 0 73,200,000 1.300 令和 18年 3月 1日 財 政 融 資 資 金

公営企業適用債 令和 7年 3月 25日 2,200,000 0 0 2,200,000 1.340 令和 17年 3月 1日 道 南 う み 街 信 用 金 庫

1,021,500,000 58,205,640 551,512,735 469,987,265合 計

　　　　　　　　　　　　　　　企　　　業　　　債　　　明　　　細　　　書

種 類 発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

償 還 終 期発 行 年 月 日 備 考
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　注　　記

     令和６年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

　　１　企業債の償還に係る他会計の負担　　　　　

　 　　予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は456,738,873円である。

　Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　１　資産の評価基準及び評価方法　　　　　

　　　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　（1）有形固定資産

　　（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　（3）法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当にかかる法定福利費の支払に備えるため、当年度末におけ

　　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　　減価償却の方法　　　　定額法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　水利権　　　　　　　　　　　　５５年

　　　　　退職手当組合に加入し、退職手当負担金を負担しているため、退職給付引当金は計上し

　　　　　減価償却の方法　　　　定額法（ただし、量水器については取替法）

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　　　　　　　７～５０年

　　　　　　構築物　　　　　　　　　　４～６０年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　　５～３０年　

　　　　　　車輌及び運搬具　　　　　 　　　 ５年　

　        　工具器具及び備品      　　２～１５年

　　（2）無形固定資産

　　３　引当金の計上基準

　　　（1）退職給付引当金

         ていない。

         き当年度の負担に属する額を計上している。

         る支払見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

　Ⅱ．　予定貸借対照表等関連

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

　　　（2）賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

　　　　

　　（1）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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　Ⅲ.　 セグメント情報に関する注記

　　　　報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

　Ⅳ.　　その他の注記

　　１　引当金の目的使用による取り崩し額　

令和６年度

1,459,913円

289,968円

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

　　　　令和６年度の引当金の目的使用による取り崩し額は、以下のとおりである。
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